
　a 所得や社会保険料控除、扶養人数、税額などが記載されます。

　１．公営住宅 　７．年金手続 　１４．出入国在留管理庁

　２．都市再生機構（旧住宅公団） 　８．奨学金

　３．保育園 　９．就学・就園等補助金 　１５．大使館

　４．児童手当・児童扶養手当 １０．保険組合課税標準額調査

１１．議員年金所得調査 　１６．金融機関

　５．高額医療費 １２．シルバーパス 　１７．融資保証人

　６．扶養家族の手続 １３．医療費助成 　１８．区融資

（自立支援医療・難病医療含む）

　１９．その他使用目的（　       　　                                                                        　　　　　　　　）

　b 控除を省略した証明（所得控除に関する事項や扶養人数は記載されません）

備考 ●1点確認による確認
□マイナンバーカード　 □パスポート
□運転免許証 □住基カード
□在留カード・特別永住者証明書 □障害者手帳
□健康保険証・医療証 □その他（　　　　　　　　　）

●２点確認による確認
所　長 □キャッシュカード □診察券

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※２点確認の書類等のうち、１点のみを持参した
　　 場合の聴聞（２項目以上）
□聴聞（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●聴聞のみの確認（３項目以上）
　　　要綱第５条（２項・３項）により交付 □聴聞（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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･
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･
免 通

何にお使いに
なりますか

（該当箇所に○を
付けてください）

　（Immigration Services
                      Agency of Japan）

　（Embassy）

　（For the Childcare Allowance）

　（For Applications for dependants）

　控除を省略した証明の使用目的（　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

証明年度

        １．　令和 ３ 年度 （令和 ２ 年１月～１２月分の所得内容）
　　 　　　　 ※令和３年６月上旬以降（給与特別徴収のみの方は５月中旬以降）に発行できます。

        ２．　令和 ２ 年度 （平成３１年１月～令和元年１２月分の所得内容）
        ３．　平成３１年度 （平成３０年１月～１２月分の所得内容）
        ４．　平成３０年度 （平成２９年１月～１２月分の所得内容）
        ５．　平成２９年度 （平成２８年１月～１２月分の所得内容）
        ６．　平成２８年度 （平成２７年１月～１２月分の所得内容）

証明書の種類
　　    １．課税（非課税）証明　　　　　　　　　　　　　　　　２．納税証明

枚数 枚

証明する方
との関係

　　　　　　　　　１．本人　　　　　　　　　　　　２．代理人（委任状が必要です）

どなたの証明が
必要ですか

※ご本人以外の
場合、ご家族でも
委任状が必要です

証明年度の初
日が属する年
の 1 月 1 日 の
北 区 の 住 所

　同　上

　北区　　　　　　　　　　　　　　丁目　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　号

フ リ ガ ナ
証明年度の初
日が属する年
の 1 月 1 日 の
氏 名

　同　上

生年月日
　明治 ・ 大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和 ・ 西暦 　　　　　 年　　　　 　　　月　　　　　 　　日

特別区民税・都民税証明交付申請書
　東京都北区長　殿

　年　　　　　月　　　　　日申請

窓口に
来られた方

現　 住　 所
（Address）

フ リ ガ ナ 　電　話　（Telephone Number）

氏　　　 名
（Name）

（　　　　　）　　 　　　　　-

（Date of Birth）

(The tax payer themselves) (An agent) 

(the amount of your income and tax) (The amount of tax you have paid)


